
岐阜県気候変動適応センターにおける
庁内連携の取組について

令和７年１２月１７日

岐阜県 環境エネルギー生活部
 省エネ・再エネ社会推進課

清流ミナモ



• 岐阜県地球温暖化防止・気候変動適応計画
懇談会その他、県や国等が開催する関係委
員会への専門家派遣・情報提供

• 県地球温暖化防止活動推進センターと連携
（推進員向け研修等）

• 行政担当者向け研修
• 市民向け普及啓発媒体（冊子・動画等）作成

• 県のニーズと岐阜大学の研究シーズが合致
するテーマについて、共同研究を実施。

・気候変動予測や影響評価に先駆的に取り組む岐阜大学と、地域における気候変動の適応を推進する
岐阜県が連携し、「岐阜県気候変動適応センター」をＲ２年4月に共同設置。

・大学と地方自治体による共同設置形態は全国初。地域ニーズに基づく気候変動影響評価の共同研究
機能、適応推進に向けた人材育成機能を持つセンターは独自。

⇒県行政が有する、行政としての経験知や現場知と、大学の科学知や専門知を融合することにより、
岐阜県における気候変動影響予測を実施し、効果的な適応策を見出す
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・環境資源研究領域

・環境変動適応研究領域

・社会システム研究領域

・脱炭素・環境エネルギー連携支援室

環境社会共生体研究センター

情報収集・整理・分析事業

共同研究事業

人材育成事業・普及啓発事業

技術支援事業

適応センターの事業概要適応センターの運営体制

岐阜県気候変動適応センターの取組



分野 共同研究テーマ ※下記のほか、環境研究総合推進費等による外部資金事業も実施

自然災害、
都市生活

・気候変動による外力の増加に対する流域治水のポテンシャル検討【県土整備部R5～７】
・豪雨災害の増加と都市における災害リスクの評価及び課題分析【都市建築部R3～５】
・洪水・土砂災害の発生増加と人口減少の複合影響評価【危機管理部R2】
・田んぼダムの治水活用検討【農政部R5～６】 ・将来気候における岐阜県の台風や豪雨【危機管理部R2】

農業・林業・
水産業

・岐阜県の水稲栽培における高温障害発生予測に関する研究【農政部R7～】
・気候変動のアユへの影響と適応策の検討【農政部R5～７】
・岐阜県の森林における炭素吸収能及びポテンシャルの評価に関する研究【林政部R5～７】
・カキの温暖化影響評価と適地マップの作成【農政部R2】
・森林・中山間農業における雪害・風害リスクの将来予測【農政部R2】
・温暖化に伴うジャンボタニシの分布・被害拡大リスク評価【農政部R３～４】
・温暖化に伴うクリ品種の収穫期に及ぼす影響と産地別品種マップの作成【農政部R3～６】

暑熱 ・暑さ指数WBGT観測に基づく基礎的検討と熱中症リスク分析【R６～７】

共同研究事業 2

・様々な分野にわたり、県関係課と県試験研究機関、岐阜大学が共同で研究（青字はR７年度継続・新規）
・毎年庁内、岐阜大学内からテーマを募集
・適応センターでは気候変動による影響評価を行い、その結果を県関係課が施策に反映
・共同研究の成果は、適応センターHPで公開 （https://gifu-lccac.sakura.ne.jp/index.php/kyodokenkyu/）

温暖化によりアユが川を
下る時期が遅くなっている
→漁協等と連携し、 漁業

 規則の見直しに向けた
 議論が始まった

※引用：安心な暮らしのヒント
BOOK@ぎふ vol.2 

田んぼダム導入による最大流
出量の抑制効果を検証
→田んぼダム導入マニュアル
に活用

※引用：田んぼダム導入マニュアル  
（岐阜県農政部発行）

https://gifu-lccac.sakura.ne.jp/index.php/kyodokenkyu/


普及啓発事業 3

安心な暮らしのヒントBOOK＠ぎふ
～増える災害と減る人口にどう備える？～

安心な暮らしのヒントBOOK＠ぎふvol.2
～岐阜の食卓が温暖化で変わっちゃう！？～

【岐阜県気候変動適応センターHP 】

・岐阜県における気候変動の影響や共同研究の成果をまとめた冊子の発行、冊子の解説動画の作成、適応
センターHPの開設など、広く普及啓発を推進

・岐阜県地球温暖化防止活動推進センター主催の研修会で、岐阜県地球温暖化防止活動推進員に適応
センターで作成した冊子、動画を提供し、推進員が行う出前講座で活用

・シンポジウム「長良川流域の森・里・川・アユの今とこれから」を開催（R7.2）し、共同研究の成果等を報告
・パネルディスカッションでは、共同研究の関係者（県関係課、岐阜大学の先生）にご参加いただき、「長良
川流域の森・里・川のこれから」について意見交換



4関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

〇経過

時期 内容 実施主体

R4年度 （１）河川課から提案

R4年度～
R5年度

（２）岐阜県の特性を踏まえた流域
 治水に関する施策の洗い出し

・自然災害分野関係課
【危機管理部、農政部、林政部、
  県土整備部、都市建築部、環
境生活部（事務局）】

（３）流域治水対策メニューの抽出 ・岐阜大学（適応センターの共同
研究として実施）（４）集水域・氾濫域特性の整理

（５）市町村向け解説資料の作成

R6年度 （６）市町村とのコミュニケーション ・県土整備部 河川課

（７）流域治水計画（新五流域総合治水
 プラン）改訂
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（１）河川課から提案

・国土交通省主導で、「流域治水プロジェクト2.0」を策定→集水域・河川域・氾濫域における対策を整理
・県内の主要五流域における総合的な治水対策プラン（新五流域総合治水プラン）の改訂に合わせ、岐阜
県で流域治水のポテンシャル検討を行いたい

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

※引用：流域治水施策集 目的とそれぞれの役割 Ver2.0 水害対策編
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（１）河川課から提案

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

※引用：流域治水施策集 目的とそれぞれの役割 Ver2.0 水害対策編

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす
・河川区域：４メニュー、３実施主体
・集水域：１２メニュー、９実施主体

②被害対策を減らす
・氾濫域：９メニュー、５実施主体

③被害の軽減・早期復旧等
・氾濫域：６メニュー、７実施主体

↓
共同研究で、この表の岐阜県版の作成
に取り組んだ
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（２）流域治水に関する施策の洗い出し（自然災害分野関係課）

・適応センター設立時から設置していた県庁部局横断的会議（自然災害分野）を活用、そして環境省
気候変動適応室による「気候変動×防災」モデル事業の支援を受け、「気候変動×防災」の施策を集約

〇県庁部局横断的会議（自然災害分野）
【開催時期】
・R４、５年度 各２回 計４回

【参加者】
・危機管理部（２課）、農政部（３課）、林政部（３課）、
県土整備部（４課）、都市建築部（５課）
・岐阜大学の先生
・環境省モデル事業 受託事業者

【内容】
・岐阜大学の先生が気候変動による豪雨災害や洪水被害の増加に関する研究内容を紹介
・各課が自然災害分野に係る施策を紹介

河川課 →「流域治水」関連施策
道路維持課→「防災減災国土強靭化5か年計画」関連施策
農地整備課→田んぼダム実証事業

・「気候変動×防災」に係る国計画と県計画・施策の関係整理シートの作成

既存の会議の活用、外部機関の方（岐阜大学の先生）にご出席いただくことで、
関係課との連携がスムーズに！

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】
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※引用：岐阜大学原田教授 資料

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

（２）流域治水に関する施策の洗い出し（自然災害分野関係課）



・以下の観点から抽出・整理を実施
① 国土交通省主導の流域治水施策集の31施策
② 岐阜県「気候変動×防災」施策とりまとめ結果
③ 岐阜県県土整備部河川課が把握している県の取組
④ 岐阜大学との共同研究成果、外部研究機関の研究成果、他地域での事例などから有望な施策
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（３）岐阜県の特性を踏まえた流域治水対策メニューの抽出（岐阜大学）

※引用：岐阜県における流域治水の効果的な推進のための分析レポート（初版）

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】
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（４）集水域・氾濫域特性の整理（岐阜大学）

※引用：岐阜県における流域治水の効果的な推進のための分析レポート（初版）

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

・岐阜大学の研究により、国管理河川L2氾濫域曝露人口が41.6%（82.2万人）に対し、中山間地に多い
県管理河川L2氾濫域曝露人口も県民全体の34.1%（67.4万人）に達していたことが、明らかになった

↓
県管理河川の治水安全度を高める必要性、流域治水への取組の必要性を再認識
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（４）集水域・氾濫域特性の整理（岐阜大学）

※引用：岐阜県における流域治水の効果的な推進のための分析レポート（初版）
・より効果的であると考えられる施策を濃い色で表示

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

〇地域の特性に応じた流域治水対策
   ・流域タイプ別に有効な流域治水対策を抽出
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（５）市町村向け解説資料の作成（岐阜大学）

（６）市町村とのコミュニケーション（県土整備部 河川課）

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

・（３）～（４）の内容を収録した解説資料を作成し、市町村との協議に活用
・より詳細な分析資料や法指定状況等も収録
・ 岐阜県気候変動適応センター、岐阜大学にて公表
（https://www1.gifu-u.ac.jp/~censs/project/collabo/report2024_floodriskmanagement.pdf）

・県内５圏域における地域委員会を通じて、新五流総の改訂に向けた意見交換を実施
・市町村には上記の分析レポートを提示し、市町村側での流域治水施策の整理が進められた

https://www1.gifu-u.ac.jp/~censs/project/collabo/report2024_floodriskmanagement.pdf
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（７）流域治水計画（新五流域総合治水プラン）改訂（県土整備部 河川課）

・分析レポートの結果が
記載

・流域ごとに具体的な県河川事業、市町村の
取組等を記載

関係部局との連携 【流域治水（適応センター×県土整備部 河川課）】

・第３次新五流域総合治水対策プラン（R7.3）
長良川流域／揖斐川流域／木曽・飛騨川流域／土岐川流域／宮川流域 の五圏域
・県共通編と流域編で構成
・市町村の取組も提示



14まとめ

・関係課が新たな施策を進めるうえで、不足する情報（気候変動による影響）を適応
センターが提供

・共同研究を実施するうえで部局横断的な会議を開催する際は、既存の会議体を
活用、関係課以外に外部機関の方（岐阜大学の先生）にご出席いただくことで、関
係課との連携がスムーズになった

・引き続き、県関係課、岐阜大学と連携し、岐阜県における気候変動の影響について
共同研究を行い、施策に活用していきたい
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